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研究成果の概要（和文）：本研究はデジタル時代における習近平政権のデジタル化の推進及びデジタル戦略に注
目し、具体的に習近平政権は、デジタルメディアやソーシャルメディアなどの新興メディアを利用し、ウェイボ
ー、ウィーチャット、ティックトックなどの中国の代表的なSNSで開設した政府系のソーシャルメディア、いわ
ゆる「政務ニューメディア」を事例に研究を行った。

研究成果の概要（英文）：This study focuses on the promotion of digitalization and digital strategy 
under Xi Jinping in the Chinese digital age. The Chinese government and the CCP under the Xi Jinping
 actively use digital media and social media, such as Chinese Weibo, WeChat, and TikTok to establish
 government own official accounts. This study focuses on a case study of government official 
accounts on social media, so-called ‘Government new media', which have been established at Chinese 
Weibo, WeChat, and TikTok and other SNS.

研究分野：中国地域研究、デジタル情報社会

キーワード： 中国のデジタル戦略　中国のデジタルガバメント　習近平政権のデジタル戦略　中国のデジタル情報化
社会
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の社会的意義は、まず近年、世界のデジタル競争力ランキングで中国は年々順位が上昇し、「デジタル大
国」と呼ばれている中、中国のデジタル情報社会やデジタル化の取り組みに注目することは、この時代に適合す
る研究課題であり、中国のデジタル社会の実態を覗くことができる点にある。次に、習近平政権のデジタル戦
略、デジタルガバメントの取り組みを明らかにすることは、新たな研究視点や研究アプローチを中国のデジタル
情報社会の取り組み、習近平政権の政治社会運営などの研究分野に提供する点がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
  
近年、世界各国のデジタル競争力ランキングでは中国は年々順位が上昇している。「デジタル
大国」と呼ばれている中国では、とりわけ 2012年に発足した習近平政権はデジタル情報社会や
デジタルトランスフォーメーションの取り組みを積極的に推進し、「数字中国」（デジタル中国）
と呼ばれるデジタル戦略を展開している。 
 その中で、中国政府はデジタルメディアやソーシャルメディアなどの新興メディアを利用し、
SNS などのプラットフォームで開設した政府系の公式アカウント、いわゆる「政務ニューメデ
ィア」の動きが目立っている。2011 年以降、中国政府は、ウェイボー、ウィーチャット、ティ
ックトックなどの大手 SNSでは相次いで「政務ニューメディア」を開設してきた。「政務ニュー
メディア」の推進には、2011年に「政務ウェイボー」の開設ブームから、2013年に「政務ウィ
ーチャット」の推進ブームへ、さらに 2018年以降の「政務ティックトック」の登場という 3つ
の段階がある。本研究は中国政府による「政務ニューメディア」の開設の背景、目的及びその役
割に関心を持ち、それを明らかにしようとすることは本研究開始の最初の背景である。 
 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的はデジタル時代において、「政務ニューメディア」の開設を中国政府のメディア
戦略として位置づけ、党と政府の立場から認識する「政務ニューメディア」及び「政務ニューメ
ディア」自身の役割について検討し、「政務ニューメディア」への認識を深めることである。本
研究は以下の 2 点から考察を行った。まず、党と政府のメディア戦略としての「政務ニューメ
ディア」開設という視点から「政務ウェイボー」、「政務ウィーチャット」及び「政務ティックト
ック」この 3 つの新興メディアの開設をめぐる経緯及び党と政府が期待するそれぞれの役割に
ついて考察を行った。次に、「政務ニューメディア」というもの自体が果たした役割及びその世
論形成に注目し、それが政府に及ぼす影響及び政府の期待を満たせるかどうかについても考察
を行った。 
 
 
３．研究の方法 
  
 本研究は以下の方法で研究を進めてきた。  
まず、中国政府による「政務ニューメディア」の開設戦略の狙いを明らかにするために、 近
年の習近平政権のデジタル戦略、政策、及びデジタル技術利用の動向に関する公式文書、新聞記
事などを考察し、習近平政権のデジタル戦略の全体像を明らかにしようとした。 
次に、全国の「政務ニューメディア」開設の実態を把握するために、毎年発行されている『中
国新興メディア発展報告』（中国社会科学院新聞与伝播研究所編）、『全国政務指数・ウェイボー
影響力報告』（「人民日報輿情データセンター」と「新浪微博データセンター」が共同で発行）、
『全国政務メディア報告』（テンセントデータセンターが発表）及び上海などの地方の「政務メ
ディア」報告書などの資料を収集し、分析を行った。 
最後に、「政務ニューメディア」開設の代表的な事例、例えば中央政府レベルの共青団中央が
ティックトックで開設した公式アカウント・「共青団中央」、上海市政府がウェイボーで開設した
公式アカウント・「＠上海発布」及びウィーチャットで開設した公式アカウント・「上海発布」な
どの事例研究を行った。 
 
 
４．研究成果 
  
 本研究は 2021 年度から 2023 年度までに実施され、主に以下の４つの研究成果を遂げた。 
① 中国国内の学者との共著本・『インターネット・ガバナンス学術報告書』が毎年出版され、中
国、日本、シンガポールなどの国のデジタル化の取り組みの動向を考察する研究論文や報告書を
執筆している。著者が執筆した日本のデジタル化の取り組みの論文は、『2021年度インターネッ
ト·ガバナンスの学術報告書』、『2022 年度インターネット·ガバナンスの学術報告書』及び『2023
年度インターネット·ガバナンスの学術報告書』に収録されている。 
② 査読付き学術論文３件が刊行されている。「デジタル時代における中国の「自媒体」の役割と
その限界」（『筑波法政』第 89号 1-12ページ、2022年）、“How does “Government Social Media 
Platform” play its role in the Chinese Digital Government: focusing on the three cases of 
Local government Social Media Platform”（the proceeding full paper on the 13th Asian Media, 
Culture and Film Conference, pp.1-12,2022）、「デジタル時代における中国共産党のガバナン



ス革新と「政務ニューメディア」の開設」（『筑波法政』第 91号 1-16ページ、2023年）。 
③ 査読付きの国内学会・アジア政経学会及び国際学会 The Asian Conference on Media, 
Communication & Film で口頭発表を行った。 
④ 国内の大学と研究者及び中国の大学と国際シンポジウムや研究会を開催し、研究報告を行っ
た。早稲田大学現代政治経済研究所と北海道大学メディアコミュニケーション研究院の合同研
究会、北海道大学メディアコミュニケーション研究院と神戸大学法学部の共催研究会、北海道大
学メディアコミュニケーション研究院と中国人民大学のジャーナリズム・コミュニケーション
学院の共催研究会で研究報告を行った。 
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